

2013年12月31日発行

最新・中国法ニューズレター

――――　第12号――――



	事例
	：
	「管理職に残業代を支払うべきか」・・・・・・・・・・・・・P2

	重要法規解説
	：
	税関総署の《加工貿易内販徴税手続集中処理に関する公告》についての解説・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P3　　　　　　　　　　　　　

	主要法令
	：
	特に日系企業にかかわりのある最新法規の情報・・・・・・・P5 




管理職に残業代を支払うべきか

事実経緯

2010年、X氏はアパレルのY社より、製造部マネージャーとして招聘され、年俸10万元と約束された。翌年、Y社はX氏との労働契約を解除した。

X氏は、Y社在職中、平日及び休日の残業が多く、休日に様々な業務会議の主宰のほか、業務トレーニングの実施もＹ社より要求されたことに対して、労働契約法の関連規定に基づいて、Y社が平日及び休日の残業代合計７万元余を支払うべきものと考えて、Y社に交渉したが、不調に終った。

仲裁の裁決
X氏はやむを得ず労働仲裁を申し入れたが、仲裁委員会はX氏の業務上不定時勤務制の採用を理由に、その残業代の請求を退けた。

裁判の判決

X氏は裁決に不服があり、裁判所に提訴し、Y社の残業代の支払を求めた。

裁判所は、法廷審理中、X氏はY社との労働契約に不定時勤務制を決めておらず、毎日の通常勤務８時間を超えてはならないと主張したことに対して、X氏はY社が実施する年俸制管理職にあたり、Y社の製造部のマネージャーとして、予想外の突発事件の対処を避けられず、勤務時間の固定化が難しいと判断し、また、X氏の給与基準はY社の現場作業者を遥かに上回り、権利義務対等の視点から考えれば、X氏の年俸給与の中に勤務時間上一定の弾力性、及び必要な不定時残業の要素を含まれると認め、更に、X氏の従事する管理職位に市労働と社会保障局が総合計算時間勤務制の実施を許可したことに鑑み、X氏の労働時間の延長の認定及び休日の残業代の請求に対して支持しないと判決した。

コメント

企業は管理職の不定時勤務時間制を労働行政部門に申請し、批准され、管理職本人に告知した後、平日及び休日の残業代を支払わなくも良い。

労使間の残業代をめぐる紛争案件増の傾向を見せているが、司法実務上、労働者は原告側とは言え、必ずしも勝訴すると限らない。浙江省のある地裁では、昨年受理した労働争議案件の109件のうち、16件の残業代請求案件は裁判所が2件しか支持せず、また3件の管理職の残業代請求案件は裁判官が審理後すべてその請求を退けた。

案件訴訟の主体は中国人社員から現地採用の外国人社員まで広がる。

残業代請求案件の結審方式から見れば、和解の難易度が高い。訴訟のコストが低いこともあり、労働者は安易に提訴の踏み切りがつき、提訴取下げ率は同期の民事案件を下回るが、上訴率は同期の民事案件を上回る傾向が現れる。

2012年5月、「特殊工時管理規定（意見徴収稿）は公布され、特殊工時の適用範囲を明確に規定し、管轄範囲、申請資料、未届出など行為の法律責任などについても決めてある。今後、この規定の行方に留意されてほしい。

加工貿易内販徴税手続集中処理に関する公告

税関総署は、2013年12月16日、「加工貿易内販徴税手続集中処理に関する公告」（以下、公告という）を公布し、2014年1月1日より施行する。本稿では、その概要を以下の通りに取り纏めてみます。

背景

税関総署は、国際貿易摩擦、生産コスト増、為替リスクなど不利な国際貿易環境に立たされ、業態転換及びレベルアップを図ろうとしている加工貿易企業を支援し、国内外二つ市場の更なる進出へ導いていくよう、全国B類及びそれ以上の加工貿易企業に対して内販納税集中処理手続の措置を全面的に普及、実施する為に公告の制定、実施を決定した。

二、適用企業

１、加工貿易内販の集中徴税とは、条件を満たした加工貿易企業は加工貿易の保税貨物の内販を先行した後、主管税関に内販の徴税手続きを集中して行うことである。

２、税関特殊監督区域内企業（H帳簿企業）、区域外ネットリンク監督企業（E帳簿企業）は既存の規定により内販の納税手続きを集中して行い、区域外ネットリンク監督のB類及びそれ以上の企業は公告により内販納税手続を集中して行う。

３、企業には次の状況の一つがあれば、税関は取扱わない。

（１）密輸に係わり、違法で税関による立案調査、査察、案件未結審。

（２）期限を過ぎ、加工貿易手帳の照合の未申告。

（３）管理の混乱で、税関より整頓を要求され、改正期間中。

三、申請と担保

企業は集中納税モデル方式で内販手続を行う場合、前もって税関に「集中処理内販納税手続状況表」を提出し、且つ規定によって相応しい担保と提供しなければならない。

AA、A類企業は担保を供する必要がないが、B類企業は有効な担保として、税関保証金または期限付銀行保証状を提供することが出来る。

四、集中処理期限

企業は加工貿易貨物の内販後、当月月末前に主管税関に「加工貿易内販徴税連絡状」を集中して取扱い、且つ手帳の有効期限を越えてはならない。

五、集中納税の終止

内販集中納税適用中の加工貿易企業は以下のいずれかに当たる場合、内販集中納税の適用を終止される。

（１）企業は密輸、違法に係り、税関による立案調査、査察、案件は未結審。

（２）企業の一年内毎月実際の内販徴収金額は月の予定納税金額を2回及び以上上回り、速やかに税関に関連手続を行わなかった。

（３）企業は加工貿易貨物の内販後、税関の許可を得ず規定の時間内に主管税関に集中申告手続を行わなかった。

（４）企業は加工貿易貨物の内販先行後、規定によって商務主管部門「加工貿易保税輸入部材内販批准書」及びその他の許可書の提出ができなかった。

（５）企業は手帳満期後に速やかに申告照合手続をしなかった。

（６）管理混乱で税関より改善を要求された。

（７）企業はC、D類に降格された。

（８）企業は自主的に資格の終止を申請した。

六、特別許可

加工貿易企業は内販商品の中に許可証管理の商品に当たる場合、相応しい許可書を取得した後、税関に内販集中申告の手続を行わなければならない。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	税関総署局の「加工貿易内販徴税手続集中処理に関する公告」について『重要法規解説』をご参照下さい）
	2014/01/01

	2
	財政部の「零細社増値税及び営業税免除に関する会計処理規定の通知」の配布现行有效外汇管理主要法规目录（截至2013年7月31日）


	2013/12/24

	3
	質検総局、税関総署の「出入国検験検疫機構の検験検疫実施輸出入商品目録」及びHSコード連動調整に関する公告

	2013/12/30

	4
	環境保護部、税関総署の「中国の輸出入厳格制限有毒化学品目録」（2014）の配布に関する公告
	2013/12/30

	5
	商務部、税関総署の2014年自動輸入許可管理貨物目録の公布
	2013/12/30

	6
	商務部の「2014年輸出許可書管理貨物レベル別許可発行目録」の配布に関する公告
	2013/12/31

	７
	商務部の国境を跨る人民幣直接投資の関連問題に関する公告
	2014/01/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は弊所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターを皆様へご参考までにお送りさせて頂いており、弊所弁護士の正式的な法的意見を構成してはおりません。法務をご必要の際は弊所弁護士へその旨を具体的にご相談下さいませ。

注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）



発行者：　上海董孝銘弁護士事務所


　　　　　　 所長・弁護士  董　孝銘


上海市江寧路495号　博鴻大厦702室


TEL／021-6122-9507　


FAX／021-6122-9508





編集者：　上海董孝銘弁護士事務所





　　　　　　 





目　　次





事　　　　例





重要法規解説





新主要法令








2

